
 

北本市公共施設等総合管理計画の改訂について 
  

                             政策推進部政策推進課 
 

１ 計画主旨 

  第六次北本市総合振興計画の実現のため、各種個別計画と連携を図りながら、

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための基本的な方針を示すも

の。 

（2017年３月策定、2022年３月一部改訂 計画期間：2017年度から 2056年度ま

で） 
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総合管理計画
（計画期間40年）

● △ 〇 △ 〇 △ 〇 △ 〇

5年で必要に応じて見
直し10年で改訂

●：策定、〇：改訂、△：見直し

【年号】

【西暦】

 
 
 

２ 見直し内容 

第六次北本市総合振興計画や各種個別計画の改訂等に合わせた見直しを行う

とともに、現在の経済環境等を踏まえた計画の方針を見直す。 

近年の建設工事費の高騰に伴い、投資に係る財政上の上限額を大きく上回る将

来費用試算結果となったが、目標の設定については、現行目標「公共施設の延床

面積を 2056年度までに 50％削減」を維持するものとする。 

今後は、公共施設マネジメント実施計画の改訂に早期着手するとともに、ライ

フサイクルコスト削減に繋げるため、補修・修繕についてのノウハウや情報を庁

内共有し、日常的な施設メンテナンスをより一層徹底するものとする。 
 
 

３ 主な見直し箇所 ※括弧内は見直し（案）の掲載頁 

⑴  人口の推移及び推計の見直し（P.5） 

 ・ 2025年度に実施した国勢調査の結果（※）を反映するとともに、第六次

北本市総合振興計画基本構想に基づき、将来推計を見直す 

 ※2025年度国勢調査確定値は 2026年９月 29日公表予定のため、パブリッ

ク・コメント時点では 2025年 10月 1日時点住民基本台帳人口を仮置き 

⑵ 財政状況等の更新（P.6-25） 

 ・ 決算額の推移や財政指標の最新値を 2024年度実績に更新 

 ・ 公共施設等の保有量等については、2024年度末時点の数値に更新 



 

⑶ 将来費用の再試算（P.26-30） 

 ・ 更新等単価の見直し 

・ 延床面積等施設情報を 2024年度固定資産台帳情報に更新 

・ インフラ施設に係る試算対象に、公園を追加 

⑷ 現状や課題に対する基本認識（P.31-33） 

 ・ 公共施設等の老朽化 

公共施設：築 30年以上経過施設約８割(延床面積、前回改訂時約６割) 

   インフラ：整備後 20年経過道路約８割 

       施工後 30年経過全橋りょう 

施工後 30年経過下水道約７割 

・ 求められる公共施設機能の変化(バリアフリーや脱炭素、激甚化災害対策等) 

  ・ 人口問題（少子高齢化、特に高齢者は 2040年度まで増加傾向と推計） 

・ 財源不足 

⑸ 公共施設等の総合的な管理に関する基本方針の更新（P.34-36） 

 ・ 方針１ 施設の長期活用 

  方針２ 施設の機能や規模の最適化 

  方針３ コストの縮減と平準化 

  方針４ 財源の確保と受益者負担の適正化 

・ 目標の設定 公共施設の延床面積を 2056年度までに 50％削減 

        基本方針の徹底とともに、適正配置の方向性を見直す 

⑹ 公共施設等の管理に関する実施方針の更新（P.37-41） 

 ・ 「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針の改訂について（総財

務第 152号 2023年 10月 10日総務省自治財政局財務調査課長通知）」に基

づき、脱炭素化の推進方針を追加 

⑺ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針の簡略化（P.42-43） 

 ・ 総合管理計画は全体的な基本方針を定め、施設ごとのより詳細な整備や

修繕等の方針については、下位計画である公共施設マネジメント実施計画

において定めているため、重複する記載事項について簡略化 

⑻ 計画書の構成及び図表の刷新 

 ・ 各章の題名から記載内容の把握が容易になるよう、章の構成等を見直す

（別紙１参照） 
 
 

４ 今後の策定スケジュール 

  2026年 10月～11月 パブリック・コメント 

2026年 12月  公共施設等総合管理計画推進審議会答申 

2027年 ２月  計画改訂 



 

５ 総合管理計画 10年間の主な成果 

 

公共施設等総合管理計画及び公共施設マネジメント実施計画 

 
 

 ・新中央保育所整備（旧中央保育所と旧栄保育所を廃止し、中央保育所として統合） 

・栄市民活動交流センター整備（勤労福祉センター、コミュニティセンター、 

健康増進センター等を機能移転し、集約化） 

 ・集約元施設の解体・売却 

 

 

 

 

 

 

 
 

公共施設の現況 

 延床面積 151,171.23㎡（2016 年 4 月 1日時点延床面積 150,454.11㎡） 
※上記は 2024 年度固定資産台帳（2025 年３月 31 日時点）。2025 年度に旧郷土資料室

（北本中学校旧 B棟）を解体し、2026年度に旧健康増進センターの解体及び旧勤労

福祉センターの建物付き売却を実施しているため、2026年度末時点の想定延床面積

は 146,701.66㎡ 



別紙１ 

2022年３月改訂版 今回改訂案 （）内は 2022年 3月改訂版の項目番号 

第１章 はじめに 

 1. 1 本計画策定の背景と目的 

 1. 2 計画の位置づけ 

 1. 3 対象施設 

 

 

第２章 本市の現状と将来の見通し 

 2. 1 人口の状況 

 2. 2 財政状況 

 2. 3 公共施設等の現状 

 2. 4 将来費用の試算 

 

第３章 公共施設等の総合的な管理に関する基本的な方針 

 3. 1 計画期間 

 3. 2 現状や課題に対する基本認識 

 3. 3 課題解決のための方策 

 3. 4 各個別施設計画等の取組を実施した場合の将来費用の試 算 

 3. 5 各個別施設計画等の対策の効果の検証 

 3. 6 公共施設等の総合的な管理に関する基本的な方針 

 3. 7 目標の設定 

 3. 8 基本的な方針を推進するための実施方針 

 3. 9 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

 3.10 ＰＤＣＡサイクルの推進方針 

 

 

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 4. 1 公共施設の管理に関する基本方針 

 4. 2 インフラ施設の管理に関する基本方針 

 

第１章 はじめに 

 1. 1 本計画策定当初の背景と目的（1.1） 

 1. 2 計画の位置づけ（1.2） 

 1. 3 計画期間（3.1） 

 1. 4 対象施設（1.3） 

 

第２章 本市の現状と課題 

 2. 1 人口の状況（2.1） 

 2. 2 財政状況（2.2） 

 2. 3 公共施設等の現状（2.3） 

 2. 4 将来費用の試算の状況 

  2.4.2 耐用年数経過時に単純更新を実施した場合の将

来費用の試算（2.4） 

  2.4.3 各個別施設計画等の取組みを実施した場合の将   

     来費用の試算（3.4） 

  2.4.4 各個別施設計画等の対策の効果の検証（3.5） 

 2. 5 現状や課題に対する基本認識（3.2） 

 

第３章 公共施設等の総合的な管理に関する基本方針 

 3. 1 公共施設等の総合的な管理に関する基本的な方針 

    （3.6） 

 3. 2 目標の設定（3.7） 

 3. 3 基本的な方針を推進するための実施方針 

 

 

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 4. 1 公共施設の管理に関する基本方針（3.3）（4.1） 

 4. 2 インフラ施設の管理に関する基本方針（4.2） 

 

第５章 推進体制及び進行管理 

 5. 1 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

    （3.9） 

 5. 2 ＰＤＣＡサイクルの推進方針（3.10） 

 

 


